
31

Ⅰ．問題設定

1．既婚女性の学歴と就業率の結びつきに関する 2つの立場
　本稿では，日本の既婚女性における学歴と就業選択の関連について検討する．この問題

はアメリカとの対比で論じられることが多い．とりわけ 1980 年代以降，アメリカでは学

歴の高い女性ほど就業する傾向が知られている．これに対し，日本では現在に至るまで学

歴と就業の間に明確な正の相関関係は観察されていない．

　アメリカを対象とした研究では，雇用者に限定すると，女性の学歴と就業の関連は以下

のように説明されてきた．産業化により仕事に必要な技能や知識が高度になると，それを

身につけるために，多くの人が長期間教育を受けるようになる．社会が豊かになること

や，労働需要を男性だけでは満たせなくなることにより女性の高学歴化も進み，それにし

たがって女性の市場賃金率は上昇する．そうすると，女性にとっても働かないことによる
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概　　要

　本稿では，日本における既婚女性の就業選択と学歴との関連について，専門学校学歴に
焦点を当てた検討をおこなう．ミンサーの労働供給理論によると，既婚女性が働くかどう
かは，女性本人が働いたら得られる所得のプラス効果（代替効果）と，配偶者の収入によ
るマイナス効果（所得効果）によって決まる．配偶者収入をコントロールした上で残る学
歴効果を検討するため，本稿では世帯単位の調査である就業構造基本調査を用いる．分析
の結果，既婚女性は学歴が高いほど配偶者の所得が高いことによる就業への負の影響を受
けていることがわかった．専門学校学歴は就業を促す比較的強い効果を持っているが，配
偶者や子どもに関わる変数をコントロールすると，その効果は人的資本の投資に見合う程
度のものであった．これに対し，専門学校と同程度の就学年限である短大は，世帯情報を
コントロールしても就業を促す効果が小さいことが分かった．以上を踏まえ，女性の就業
選択に対する学歴効果を考えるうえでのいくつかの課題が示された．
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損失が大きくなるため，家事や育児の価値が上昇する．こうした影響は高学歴女性ほど強

く受けるので，結果として女性の学歴と就業の間には正の関連が生じるようになるのであ

る（Goldin 1990; Smith and Ward 1985 など）．

　しかし，日本ではアメリカと同じく産業化が進んだにもかかわらず，学歴と就業の間に

はっきりとした正の相関がみられない．日本でも女性の高学歴化は起こっているし，ライ

フコース初期には学歴と収入の間に明確な正の相関がみられるようになっている．しか

し，女性の就業率は依然として結婚や育児のタイミングで一度下降し，子どもが一定の年

齢に達する段階で再上昇するM字型就労カーブを描いている．学歴が高いほど働かない

ことによる損失が大きいはずなので，単純に考えると高学歴女性ほど仕事の継続を選択す

るはずである．しかし，実際には学歴にかかわらずM字型就労カーブが女性全般に生じ

ており，現在も日本では学歴と就業率の間に正の相関はみられない．

　なぜ日本ではアメリカのように学歴と就業率が結びつかないのか．この疑問を考えるた

めの 1つのアプローチに，J. ミンサーの労働供給理論がある．ミンサーによると，既婚女

性が働くかどうかには，女性本人が得られる所得によるプラス効果（代替効果）だけでな

く，夫の所得によるマイナス効果（所得効果）が影響する（Mincer 1962, 大沢 1998）．この

理論は学歴と就業率の関連に直接言及するものではないが，男女における学歴と所得の関

連と学歴同類婚の傾向を踏まえると次のように解釈できる．学歴の高い女性は，同じく学

歴の高い男性と結婚しやすい．そうすると，高学歴女性の就労に対しては配偶者の収入が

高いことによるマイナス効果が強く働くことになる．本人学歴が賃金に結び付くことによ

るプラス効果と配偶者の所得によるマイナス効果の総和によって，女性の学歴と就業の関

連を説明するのがこの労働供給理論である．女性の就労に対する配偶者所得のマイナス効

果は，日本では世帯主の収入が高いほどその配偶者は就業しないという経験則を述べたダ

グラス＝有澤の法則として広く知られている（川口 2002）．

　これに対し，こうした新古典派経済学的な説明枠組みだけでは，女性の学歴と就業の結

びつきを考える上で不十分だと考える立場もある．その 1つである制度論的なアプローチ

は，社会のアクターが埋め込まれている社会的文脈としての制度に着目することで，女性

の就業と学歴の関連が生じるメカニズム解明しようとする．こうした方向性をもつ代表的

な研究の 1つに，M. ブリントンの研究がある（Brinton 1993）．この研究は，学力に基づく

一元的な序列を生み出す学校教育，企業規模間格差を伴う内部労働市場，そして男性への

投資を優先する家族制度が制度的に連結することで形成される日本の人的資本形成システ

ムの特殊性が，高学歴女性の就業を抑制することを議論する．このように，何が女性の就

業を促す，あるいは抑制する文脈となっているのかに焦点を当てることで，制度論的アプ

ローチは女性の学歴と就業率の結びつきを解釈する枠組みを提供する．
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　これら 2つのアプローチは必ずしも相反するものではない．ミンサーやG. ベッカーの

議論（Becker 1981）は，無償労働の価値を経済学的に考慮に入れる道を開いた．これに対

して制度論的な立場は，新古典派経済学的な説明の想定以外にも，社会の文脈によって異

なった合理的選択が存在しうることに想像力を向ける．上で言及したブリントンの研究

も，人的資本論をベースにしつつ，日本社会の制度的コンテクスト下における女性の就業

行動の合理性に注目したものである．本稿でも，女性の就業選択と学歴の関連を考える上

で，労働供給理論の枠組みを踏まえつつも，日本社会の制度的文脈を踏まえた仮説の検討

をおこなう．

　

2．専門学校学歴への着目

　日本では学力にもとづく一元的な序列と，企業規模格差を伴う内部労働市場との結びつ

きが独特の人的資本形成システムを形成している．ブリントンが注目した通り，こうした

制度的文脈のもとでは，結婚や育児に伴ってキャリアを中断してしまうと，たとえ高学歴

であっても再度高い賃金の仕事につくことは難しい．有利なポジションにつけるチャンス

は新卒時の一時点に集中しており，再就職の受け皿は多くの場合非正規雇用となるからで

ある．教育の職業的レリヴァンスが弱く，職業訓練機関も発達していない日本では，企業

外で人的資本を蓄積するのが難しいため，外部労働市場も機能しにくい．近年，男女共同

参画社会基本法など，女性の雇用を後押しするための政策によって状況は変化しつつある

が，それでもこうした制度的文脈は一定程度維持されていると考えてよいだろう．

　ところで，このような制度的文脈への埋め込みを前提として考えるならば，日本におけ

る女性の就業と学歴の関連を考える上で，重要な位置づけにある教育機関がある．それ

は，専修学校専門課程（専門学校）である．実証研究ではほとんどの場合，専門学校学歴

はいわゆる 1条校でないことをもって高校卒相当とみなされるか，もしくは 2年の修学年

限をもつことが多いことを踏まえ，短期高等教育相当として短大と同等の扱いをうけてき

た．だが，上述の制度的な埋め込みを考慮した場合，女性にとって専門学校は教育年数の

多寡に還元できない独特の意味をもつ．なぜなら，教育の職業的レリヴァンスが弱い日本

において，専門学校は職業的技能や職業資格との結びつきをもつ例外的な機関だからであ

る（植上 2011）．キャリアを中断した場合に再就職しにくい日本的文脈が女性の就労を妨

げているならば，専門学校学歴は職業的技能や資格を通じて再就業を促す独自の効果を

もっている可能性がある．

　近年，専門学校が地位達成に及ぼす影響についての実証研究が進められているが，そ

こでは専門学校の効果に男女差があることが明らかにされている（濱中 2009，眞鍋 2011；
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2016，多喜 2016；2018a；2018b）．男性では高校卒と専門学校卒（以下，専門卒）の収入にほ

とんど違いがない．しかし，女性の専門卒の賃金は高校卒よりも明らかに高く，短期大学

卒（以下，短大卒）と同程度となっている．また，専門卒の女性における正規雇用（継続）

率は，高校卒だけでなく短大卒と比べても高い（濱中 2008）．さらに，専門学校学歴は，

他の学歴と比べて大企業や事務・販売職といった日本的雇用をイメージさせる要素との結

びつきが弱いことなども明らかにされている（多喜 2016）．こうした特徴は，いずれも専

門学校学歴が女性にとって教育年数に還元できない独自の効果をもつことを示唆してお

り，学歴と就業の結びつきを考える上で検討すべき重要な論点を形成している．

　以上の理由から，本稿では既婚女性の就業と学歴の関連について，これまで十分に検討

されていなかった専門学校学歴の効果に焦点をあてた検討をおこなう．その際，本人の属

性だけではなく配偶者に関わる要因を考慮に入れる必要があるというのが，労働供給理論

の示唆するところである．世帯に関わる要因を考慮した上で，既婚女性の就業選択に専門

学校学歴がもつ効果を探り，制度論的な解釈の余地を探るための基礎資料とすることが本

稿の最終的な目的である．

　

　

Ⅱ．使用データと分析の手順

1．データの概要と世帯情報を用いたペアの確定
　本稿では，配偶者の収入を含めた世帯情報を分析に利用するために，就業構造基本調査

の平成 24 年度版（以下，就業構造基本調査 2012）の個票データを用いる．就業構造基本調

査は，1956 年から 1982 年までは概ね 3年ごと，それ以後は 5年ごとに総務省によって実

施されている基幹統計作成のための調査である．この調査には最後に通った学校の教育段

階を尋ねる質問が含まれているが，選択肢に専門学校が含まれたのは 2007 年がはじめて

である 1．本稿では，多喜（2016）と同様に，改正統計法第 33 条第 2号のうち総務省令第

9条第 2号に該当する枠組みで総務省統計局から調査票情報の提供を受けた（申請根拠は

謝辞を参照）就業構造基本調査 2012 の個票データを用いる．この調査の対象は，2010 年

の国勢調査調査区のうち層化 2段抽出法によって選ばれた抽出単位に居住する約 47 万世

 1　専門学校を学歴として考慮する場合，最後に通った学校段階を学歴とするか，通った中でもっとも標準教育
年数が長くなる学校段階を学歴とみなすのかなど，いわゆる一条校を学歴とみなす場合には生じないような
判断が要求される（多喜 2018a）．就業構造基本調査の質問票が尋ねているのは，前者の「最終学歴」にあ
たるものである．なお，本稿では多喜（2016）と同様に，専門学校の下位分類として質問されている「1年
以上 2年未満」「2年以上 4年未満」「4年以上」の 3カテゴリをすべて合併して用いている．
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帯に居住する 15 歳以上の世帯員約 100 万人である 2．

　前述の通り，本稿では既婚女性の就業に対する配偶者の影響を検討するために，同世

帯の夫婦のマッチングをおこなう必要がある．データに含まれる「世帯主との続き柄」

の情報を用いると，夫婦の組み合わせとして考え得るのは，①「世帯主」（サンプル全体の

45.4％）と「世帯主の配偶者」（同 27.6％），②「世帯主の子」（同 18.1％）と「世帯主の子の

配偶者」（同 2.0％），③「世帯主の父母」（同 3.9％）が同世帯に 2人いる場合，④「世帯主

の配偶者の父母」（同 0.7％）が同世帯に 2人いる場合の 4通りである．このうち，②は同

世帯に「世帯主の子」や「世帯主の子の配偶者」が複数いる場合に特定が困難であるし，

「世帯主の子」が世帯内に 1人しかいない場合でも，「世帯主の子の配偶者」がその配偶者

本人であるかどうかは確実にはわからない．また，③と④にあたる世帯主の両親および

配偶者の両親の場合，1976 年に制度化された専門学校に高校卒業時に通えた世代は少な

い．以上のことから，本稿では夫婦であることが確実であり，ケース数においても圧倒的

多数を占める①の組み合わせのみを夫婦として分析対象とする．

　このような手続きで作成した夫婦データにはいくつかの限界がある．まず，離別および

死別した夫婦が分析対象から除外されている．したがって，この点にかかわる何らかのセ

レクションバイアスが生じている可能性は否定できない．次に，世帯主は既婚と回答して

いるが，同世帯内にその配偶者が特定できないケースが存在する．こうしたケースの大部

分は世帯類型が「単身世帯」あるいは「ひとり親と子供から成る世帯（母子世帯，父子世帯

を除く）」となっている．ここからは，いわゆる単身赴任か，もしくはその他の何らかの

事情で夫婦が同居していないことが想像される．数は少ないが，こうしたケースが分析か

ら除外されていることには注意が必要である．

　以上のようにマッチングをおこなった上で，1976 年に制度化された専門学校に女性側

が確実に 18 歳時通うことのできた夫婦に分析対象を限定する．出生コーホートを男女で

揃えることも考えられるが，そうすると実際の夫婦の組み合わせをゆがめてしまうことに

なる．本稿では女性の学歴と就業の関連を中心的な検討課題とすることに鑑み，1961 年

から 1985 年生まれの「世帯主の配偶者」である女性とその配偶者の「世帯主」男性を組

み合わせた約 95000 ペアを分析対象とする 3．なお，すべての分析には，集計乗率を用い

た重みづけをおこなう．

 2　世帯情報の利用にあたり，「都道府県番号」「都道府県内一連番号」「抽出単位番号（世帯番号）」「世帯一連
番号（世帯番号）」の情報で世帯 IDを，世帯員ごとの「世帯員番号」を世帯内の個人 IDをそれぞれ作成し
た．以上の作業に加え，完全に情報が重複する個人を削除した結果，世帯数約 43 万，個人数約 95 万のデー
タが作成された．

 3　あらかじめ，表 8の多変量解析で使用するすべての変数に 1つでも欠損のあるケースを分析から除外した．
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2．分析枠組み

　本稿では，既婚女性の就業に学歴が及ぼす影響について，特に専門学校学歴の効果に焦

点を当てた検討をおこなう．現時点の就業の有無を従属変数に，横断的データを用いて分

析することには限界も多い．パネルデータのように観察されない異質性を統制することは

できないし，就業の時期が正確に特定できないため，イベントヒストリー分析による観察

時間の考慮も不可能である（Allison 1984）．それでも本稿の目的にとって，十分なサンプ

ル数を確保できる就業構造基本調査を用いて，世帯情報を考慮に入れた分析をおこなうこ

とのメリットは大きい（Fujihara and Uchikoshi in Press，伊藤ほか 2017）．

　とりわけ専門学校学歴保持者に関しては，近年まで分析に耐えうるサンプル数を確保す

ることが難しかったこともあり，配偶者との組み合わせといった世帯情報に関する検討が

ほとんどおこなわれていない．また，おこなわれている場合でも，収入の世帯間不平等に

対する学歴の組み合わせの影響や学歴結合の強さに関心が限定されており（Fujihara and 

Uchikoshi in Press，打越 2018），女性の就業に対する学歴効果とその文脈に焦点を当てたも

のは管見の限り存在しない．したがって，女性の就業に対する学歴の影響とそれに対する

配偶者の学歴や収入の影響に関する基本的な検討をおこなう意義は十分認められる．

　分析の手順は以下の通りである．まず，次のⅢでは既婚女性の学歴と就業の有無との関

連を出生コーホートごとにクロス集計表で検討する．先行研究では女性の学歴と就業の有

無との間の関連がはっきりしない（Brinton 1993, Brinton and Lee 2001, Hill 1984, 平尾 1999，

Waldfogel et al. 1999, 苑 1992）．そうした研究では専門学校学歴が考慮されておらず，年齢

や婚姻状況もさまざまであった．また，濱中（2008）や多喜（2016）では，専門学校学歴

保持者の就業継続率が短大と比べて高いことが示唆されているが，そこでは既婚かどうか

は検討されていない．この節では既婚女性にサンプルを絞ったうえで，専門卒の既婚女性

が他の学歴に比べて就業するのかといった基本的な関連をクロス集計表で確認する．

　そのあとのⅣでは，配偶者の学歴や収入および末子の年齢といった世帯情報を用いた検

討をおこなう．ダグラス＝有澤の法則によると，配偶者の所得が高いほど女性の就業率は

低くなっているはずである．また，末子の年齢が低いうちは，就業を控える女性が多いこ

とも繰り返し明らかにされている．しかし，ダグラス＝有澤の法則が崩れてきていると

いう指摘（村上 2001，小原 2001 など）も，そのような傾向は確認できないという報告（眞

鍋 2004，打越 2018 など）もある．また，子どもがいることによる就業への影響について

も，学歴間で同じではない可能性がある（平尾 1999）．既婚女性の学歴と就業の有無の関

連と，世帯情報との基本的な結び付きを明らかにすることがこの節の課題である．
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　こうした基礎分析を踏まえ，最後のⅤでは多変量解析を用いて上述の変数を統制した上

での専門学校学歴の効果を検討する．日本の制度的文脈のもとでは，一度就業を中断して

しまうと，過去の仕事の経験が生かせる仕事に就きにくい．しかし，専門学校を卒業した

女性には，職業的技能や資格があるため，企業特殊的ではない人的資本を活かした再就業

が相対的に容易であると予測できる．こうした事情により，再就業する際の損失が相対的

に小さく抑えられるため，さまざまな変数の効果を統制しても，専門学校学歴が就業に対

して及ぼす効果は他の学歴より強いのではないかというのが制度的埋め込みを踏まえた仮

説である．

Ⅲ．既婚女性の学歴と就業状態

　表 1は，本データにおける既婚女性の学歴分布である．専門卒の女性は専修学校が制度

化されたほぼ最初の世代にあたる 1961-1965 年生コーホートで約 15％，新しい 1981-1985

年生コーホートで約 20％となっている 4．

表 1　出生コーホートと学歴のクロス表

中学校 高校 専門学校 短大 大学 大学院 合計

1981-1985 5.5％ 31.6％ 20.4％ 15.9％ 25.5％ 1.1％ 100.0％

1976-1980 3.3％ 29.5％ 18.3％ 22.6％ 24.8％ 1.6％ 100.0％

1971-1975 3.2％ 33.9％ 18.0％ 25.9％ 17.7％ 1.3％ 100.0％

1966-1970 3.1％ 41.5％ 16.5％ 23.6％ 14.5％ 0.7％ 100.0％

1961-1965 2.7％ 45.6％ 15.1％ 23.0％ 12.9％ 0.6％ 100.0％

全体 3.4％ 37.2％ 17.3％ 23.0％ 18.1％ 1.0％ 100.0％

　続いて，表 2は既婚女性における学歴ごとの就業状態を示したものである．専門卒の有

業割合は 66.9％に達しており，大学院卒の 74.9％の次に高いことが目を引く．その他の学

歴ごとの有業率は，中学校卒は 55.1％，高校卒は 65.5％，短大・高専卒（以下，女性につい

 4　表 1の既婚女性の学歴分布をみると，未婚女性よりもやや短大の割合が多くなっているものの，婚姻の有無
による学歴分布の違いは全体としてそれほど大きくない．もう少し詳しくみていくと，高学歴では未婚女性
の割合が高いが，その学歴差は 1981-85 年生のもっとも若いコーホートで大きく，それより古いコーホート
では大幅に縮小している．これに対し，離婚・死別の割合は学歴が低いほど高く，年齢が高いコーホートで
はその差が大きくなっている．本稿ではこの点にこれ以上触れないが，女性の学歴と働き方との関連を検討
する上で，婚姻状況の変化を加味した分析も必要だと考えられる．
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ては短大卒と表記する）は 59.7％，大学卒は 60.6％となっている．専門学校や高校の方が，

4年制の大学を学歴とする既婚女性よりも働いている割合が高い．やはり日本では既婚女

性の学歴と就業率は，正の相関関係にない 5．

表 2　学歴と就業状態のクロス表

無業 有業 合計

中学校 44.9％ 55.1％ 100.0％

高校 34.5％ 65.5％ 100.0％

専門学校 33.1％ 66.9％ 100.0％

短大 40.3％ 59.7％ 100.0％

大学 39.4％ 60.6％ 100.0％

大学院 25.1％ 74.9％ 100.0％

全体 36.7％ 63.3％ 100.0％

　図 1は，表 2で検討した学歴ごとの就業状態を出生コーホートごとに示したものであ

る．ここでは煩雑さを避けるため割合の少ない中学校卒と大学院卒の結果を省いている．

この図における学歴ごとの線の傾きを年齢によるライフステージの変化として読み取るな

らば，ここには短大卒と大学卒といういわゆる「正系」の高等教育卒と，高校卒および専

門卒との興味深い違いを読み取ることができる．前者では最初の 2つのコーホートで有業

割合が維持されているのに対し，後者ではおおむね一貫して有業割合が増加している．こ

の結果からは，短大卒や大学卒の既婚女性は小さい子どもがいることの多い 30 代前半ま

で就労を控えるのに対し，高校卒や専門卒の既婚女性は子どもが小さいうちから再度働き

始めていることが推察される．この点は，後に子どもの情報を加味した分析をおこなう際

に再度注目する．

　最後に，表 3は働く既婚女性の平均収入（おもな仕事から得た 1年間の収入又は収益（税込

み））を出生コーホートごとに学歴別で示したものである．ここからは，先行研究が繰り

返し指摘してきた通り，男性と比べると学歴による差はかなり小さいものの，本人の学

 5　なお，有業者をさらに正規雇用，非正規雇用，自営・家族従業者・内職にわけたところ，専門卒既婚女性
における正規雇用者の割合は，大学院卒の 46.7％，大学卒の 34.7％に続く 31.3％であり，短大・高専卒の
23.6％に比べて 8％近くも高いことがわかった．ここから，専門卒の既婚女性は大学卒並みに正規雇用とし
て働いているということはできる．ただし，非正規雇用の割合をみると専門卒では 35.7％となっており，短
大・高専卒の 37.0％に近い割合となっている．これは大学卒の 25.2％より 10％も高い．専門卒の既婚女性
における有業割合が高いのは事実だが，有業者のなかには非正規雇用として働いているものもまた多いこと
も指摘しておきたい．既婚女性の学歴と従業上の地位の関連については稿をあらためて議論したい．
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歴に応じて平均収入が異なっていることがわかる．専門卒の所得は全体で 209.2 万円であ

り，短大卒の 192.2 万円よりも 15 万円程度高い．この差は年齢が高いほど大きく，1961-

65 年生コーホートでは 30 万円ほどの差となっている．とはいえ，同じコーホートで比べ

ると，専門卒の 209.1 万円に対し，大学卒では 314.7 万円と約 100 万円もの差がついてい

る．この結果を踏まえると，専門卒の既婚女性における正規雇用割合が高いとはいっても
（注 5参照），短大卒との間にそれほど大きな収入差があるわけではないし，大学卒との所

得差は大きい．

　ここまで既婚女性の就業状況を学歴ごとに検討してきた．その結果からは，学歴と就業

の関連は直線的ではなく，専門卒の既婚女性には有業者が多いことが予想通り明らかに

なった．とはいえ，専門卒女性が働いて得ている収入は，短大卒と比べてさほど高いわけ

ではないし，大学卒と比べるとかなり低い．この結果からは，専門卒女性が働くうえでプ

図 1　出生コーホートごとの有業割合

表 3　出生コーホート・学歴ごとの平均収入（単位：万円，有業者のみ）

　 中学校 高校 専門学校 短大 大学 大学院 全体

1981-1985 110.8 142.6 209.1 199.4 293.8 351.8 210.5

1976-1980 103.5 143.2 205.4 195.6 293.5 388.6 206.9

1971-1975 119.6 150.2 195.4 184.3 284.2 393.0 192.8

1966-1970 127.0 150.1 209.8 189.3 302.5 480.3 192.2

1961-1965 123.6 162.5 227.6 199.1 314.7 502.8 201.4

合計 117.9 152.5 209.2 192.2 296.9 415.4 198.8
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ラスの要因となる代替効果がそれほど大きくないことを読み取れる．ただし，女性の就業

選択を考えるには，本来働いていたら得られるであろう所得によるプラス効果だけでな

く，配偶者の所得や子どもの年齢などの影響を加味する必要がある．次節では，そうした

世帯要因の影響を取り上げることで，既婚女性の就業行動に対する負のインセンティブに

ついても検討する．

Ⅳ．既婚女性の就労に対する世帯変数の影響

　本節では，同世帯に住む配偶者や子どもに関する状況が既婚女性の就業に及ぼしている

影響を検討する．まずは，既婚女性の学歴とその配偶者の学歴の組み合わせをみてみよ

う．表 4は，女性の学歴を行側に，その配偶者の学歴を列側に配置して行％を示したもの

である．この表からは，よく知られている通り学歴同類婚が一定程度生じていることを

読み取れる．クロス表の対角線にあたるセルが同じ学歴の組み合わせである．女性側を

基準にみると，中学校卒は 33.9％，高校卒は 55.6％，専門卒は 22.4％，短大卒（短大・高

専卒）は 5.4％，大学卒は 65.1％，大学院卒は 49.4％で，既婚女性全体の 39.2％が学歴同類

婚である．特に高校卒と大学卒には同じ学歴同士で結婚している者が多い．

　ここで注目したいのが専門卒と短大卒における配偶者学歴の違いである．専門卒女性で

は，配偶者の 30.7％が大学卒，2.5％が大学院卒で，その合計は 3割強にとどまる．これ

に対し，短大卒女性の配偶者学歴は，大学が 48.1％，大学院が 4.4％で，合計すると大学

卒以上の割合が半数を超えている．専門卒と短大卒の既婚女性の間で，大学以上の学歴を

もつ配偶者の割合に約 2割の差があることは興味深い．

表 4　夫婦学歴の組み合わせ（行：本人（妻）学歴，列：配偶者（夫）学歴）

　 配偶者学歴

　 中学校 高校 専門学校 短大・高専 大学 大学院 合計

中学校 33.9％ 44.5％ 10.0％ 2.4％  8.9％  0.3％ 100.0％

高校  7.6％ 55.6％ 11.0％ 3.1％ 21.7％  1.1％ 100.0％

専門学校  4.6％ 36.7％ 22.4％ 3.2％ 30.7％  2.5％ 100.0％

短大  2.2％ 28.2％ 11.7％ 5.4％ 48.1％  4.4％ 100.0％

大学  0.9％ 12.3％  7.0％ 2.0％ 65.1％ 12.7％ 100.0％

大学院  0.2％  3.9％  2.4％ 1.5％ 42.2％ 49.7％ 100.0％

全体  5.4％ 37.3％ 12.3％ 3.4％ 36.9％  4.7％ 100.0％
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　このような配偶者学歴の差は，配偶者の収入にも反映されていることが予想される．

表 5は既婚女性の出生コーホートおよび学歴ごとに配偶者の平均収入を示したものであ

る 6．まず女性の学歴ごとに配偶者所得の平均額を示した合計欄をみると，中学校卒で

371.5 万円，高校卒で 485.9 万円，専門卒で 514.6 万円，短大卒で 590.9 万円，大学卒で

646.1 万円，大学院卒で 714.7 万円となっている．ここで興味深いのはやはり専門卒と短

大卒の配偶者所得差の大きさである．平均で約 75 万円，若いコーホートから順に差をみ

ていくと約 10 万円，約 45 万円，約 55 万円，約 90 万円，約 80 万円と高年齢層で差が大

きくなっている．

表 5　既婚女性の出生コーホート・学歴ごとの配偶者収入（万円）

中学校 高校 専門学校 短大 大学 大学院 全体

1981-1985 356.7 384.1 403.0 414.4 485.3 552.2 418.9

1976-1980 361.8 423.1 449.5 495.5 564.4 596.7 480.0

1971-1975 383.4 476.1 511.2 569.8 653.2 753.8 538.6

1966-1970 382.1 518.9 563.7 658.7 759.0 815.5 592.0

1961-1965 367.7 531.9 604.4 684.5 793.0 896.7 609.5

合計 371.5 485.9 514.6 590.9 646.1 714.7 542.5

　次に，既婚女性の学歴ごとに，配偶者の所得と女性の有業率の関連を示したものが表 6

である．まず，サンプルの少ない大学院以外，どの学歴においてもダグラス＝有澤の法則

がおおむね成り立っていることがわかる．いずれの学歴においても，100 万円未満のカテ

ゴリを例外として，おおむね配偶者の所得が高いほど既婚女性の無業率が高い傾向にあ

る．村上（2001）や小原（2001）は近年ダグラス＝有澤の法則が崩れてきている可能性を

指摘しており，眞鍋（2004）も高校卒でのみそうした傾向がみられると述べているが，こ

こではそのような傾向をはっきりとは確認できない．これに加えて本人学歴ごとに結果を

比べてみると，年齢や子どもに関する条件が統制されていないことに注意は必要だが，興

味深い違いを読み取ることができる．配偶者収入が同じくらいの層でも，専門卒と比べて

大学卒や短大卒では 5％～7％程度有業割合が少なくなっている．

　最後に，子どもの有無および子どもの年齢によって有業率がどの程度異なっているのか

 6　平均収入は，以下の 16 のカテゴリ（「収入なし，50 万円未満」「100-149 万円」「150-199 万円」「200-249 万
円」「250-299 万円」「300-399 万円」「400-499 万円」「500-599 万円」「600-699 万円」「700-799 万円」「800-899
万円」「900-999 万円」「1000-1249 万円」「1250-1499 万円」「1500 万円以上」）に対し，階級値としてそれぞ
れ 25，75，125，175，225，275，350，450，550，650，750，850，950，1125，1375，1750（万円）を与え
て算出した．
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を学歴別に示したものが表 7である 7．子どもがいない場合の有業率は大学卒と専門学校

卒でそれぞれ 73.3％と 74.0％と同程度だが，高校卒や短大卒ではそれぞれ 69.9％と 69.4％

と少し低い．また，子どもが小さい時に働いている割合は，0歳の子どもありの場合に専

門卒で 48.7％，大学卒で 46.6％と大体同じ程度だが，1-2 歳の子どもありの場合には専門

卒で 55.7％であるのに対し，大学卒で 50.2％とやや差がついており，その差は子どもが

10 歳未満の場合は維持されている．同じく，高校卒の平均有業率が短大卒や大学卒より

表 6　既婚女性の配偶者収入ごとの学歴別有業割合

中学校 高校 専門学校 短大 大学 大学院 全体

100 万円未満 48.2％ 69.0％ 74.8％ 70.2％ 74.8％ 100.0％ 69.0％

100～200 万円未満 65.0％ 74.7％ 81.7％ 75.5％ 79.1％  77.3％ 75.7％

200～300 万円未満 55.6％ 71.7％ 73.4％ 71.2％ 69.5％  73.5％ 70.8％

300～400 万円未満 58.3％ 67.5％ 71.7％ 66.4％ 68.3％  66.3％ 67.7％

400～500 万円未満 56.4％ 65.8％ 68.2％ 60.7％ 64.1％  80.1％ 64.6％

500～600 万円未満 49.0％ 62.3％ 63.2％ 59.2％ 59.3％  74.0％ 61.0％

600～800 万円未満 52.1％ 61.5％ 62.4％ 56.9％ 60.3％  76.6％ 60.3％

800～1000 万円未満 44.1％ 60.9％ 58.0％ 53.9％ 52.5％  71.4％ 56.4％

1000 万円以上 42.4％ 56.2％ 52.8％ 44.5％ 50.6％  72.6％ 50.7％

合計 55.1％ 65.5％ 66.9％ 59.7％ 60.6％  74.9％ 63.3％

表 7　既婚女性における子どもの有無および末子年齢ごとの学歴別有業割合

中学校 高校 専門学校 短大 大学 大学院 全体

子どもなし 54.3％ 67.5％ 72.1％ 66.8％ 72.2％ 80.7％ 68.9％

0 歳の子どもあり 30.8％ 35.1％ 43.5％ 35.4％ 46.5％ 82.4％ 40.7％

1-2 歳の子どもあり 40.7％ 41.2％ 50.0％ 37.6％ 46.7％ 67.5％ 43.8％

3-4 歳の子どもあり 48.9％ 55.3％ 60.3％ 47.1％ 52.6％ 69.5％ 53.6％

5-6 歳の子どもあり 58.4％ 59.1％ 64.6％ 53.3％ 53.5％ 73.2％ 57.8％

7-9 歳の子どもあり 53.1％ 66.0％ 71.3％ 63.8％ 62.2％ 60.9％ 65.3％

10-14 歳の子どもあり 66.2％ 73.8％ 77.4％ 71.0％ 70.4％ 82.1％ 73.1％

その他子どもあり 66.9％ 77.6％ 79.3％ 74.7％ 74.6％ 74.6％ 76.5％

全体 55.1％ 65.5％ 66.9％ 59.7％ 60.6％ 74.9％ 63.3％

 7　子どもに関する情報は，世帯類型および世帯主との続き柄を用いて作成した．ここでは複数の子どもがいる
場合，末子の年齢を採用している．「その他子どもあり」は，子どもが 15 歳以上であるケースである．な
お，同居していない子どもがいる場合については考慮できていない．
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高いのも，子どもがいる場合の有業率が短大卒や大学卒で低く抑えられているからであ

る．クロスセクショナルなデータであるため解釈に注意しなくてはならないが，図 1につ

いても言及したように，短大卒や大学卒の女性に比べ，高校卒や専門卒の女性は子ども

が小さい間から再度働き始める傾向にあることが想像される．このような傾向について

の 1つの解釈は，高学歴女性ほど子どもの人的資本に対する投資を重視することであった
（Brinton 1993, Hirao 2001）．本稿ではこのような教育意識の違いについて十分には検討でき

ないが，既婚女性における就業割合の学歴差が，配偶者所得の違いに還元できるかどうか

の検討を通じて，間接的にこの仮説についても言及する．

Ⅴ．多変量解析による検討

　本節では多変量解析により，既婚女性の就業に学歴が及ぼす効果について，これまで検

討してきた変数相互の影響をコントロールしながら探っていく．表 8は，有業かどうかを

従属変数としたロジスティック回帰分析の結果である 8．

　まず，出生コーホートと本人学歴を独立変数とするモデル 1より，調査時に年齢が高い

ほど有業者が多いことがわかる．また，ここまでみてきたとおり，高校卒を基準とした場

合，専門卒と大学院卒が有業になりやすく，中学校卒と短大卒が有業になりにくい．

　次に，配偶者学歴を投入したモデル 2をみると，配偶者の学歴が高いことは既婚女性

の就業に対して負の影響を示している．そして，この配偶者学歴の影響をコントロール

した上で本人学歴の効果をみると，中学校ではモデル 1よりもマイナスの係数値が大き

く，専門学校や短大以上ではモデル 2よりもプラス方向に値が大きくなっている．特に大

学の効果は符号がマイナスからプラスに変わっている 9．モデル 1と 2の違いは，本人学

歴が高いほど，働くうえで配偶者学歴が高いことによる負の影響を受けていることを示

す 10．ただし，短大の係数は配偶者学歴を統制しても負のままである．

　モデル 3では，モデル 1で用いた変数に加え配偶者の収入を投入している．最も配偶者

収入の低い「収入なし，50 万円未満」を例外として，ダグラス＝有澤の法則が示唆する

 8　表 8の標準誤差は，実際のサンプル数で調整したウェイトを用いて算出した．
 9　ロジスティック回帰分析において，異なるモデル間の係数の変化を線形回帰分析の場合のようにこうして
読み取ることは本来適切ではない．しかし，分析の焦点である本人学歴の効果について，KHB法（Karlson 
et al. 2012）を用いて検討したところ，モデル間の変化が大学卒で大きいことなど，読み取れる主要な結果
に大きな違いがないことがわかった．よって，煩雑さを避けるために， KHB法を用いた場合の結果につい
ては省略する．

10　交互作用項を検討しているわけではないので，ここで言及しているのは効果の大きさの違いではなく，配偶
者学歴の構成比が異なることの影響である．
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モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5
b Exp（b） b Exp（b） b Exp（b） b Exp（b） b Exp（b） 

出生コーホート（基準：1981-85）
1961-65 0.878

（0.025） 
** 2.407 0.915

（0.025） 
** 2.496 1.220

（0.027） 
** 3.389 -0.113

（0.031） 
** 0.893 0.192

（0.032） 
** 1.212

1966-70 0.676
（0.025） 

** 1.966 0.701
（0.025） 

** 2.016 0.979
（0.026） 

** 2.661 -0.080
（0.029） 

** 0.923 0.181
（0.030） 

** 1.198

1971-75 0.367
（0.024） 

** 1.443 0.375
（0.024） 

** 1.455 0.568
（0.025） 

** 1.766 -0.010
（0.026） 

0.990 0.160
（0.027） 

** 1.174

1976-80 0.163
（0.025） 

** 1.178 0.167
（0.025） 

** 1.182 0.256
（0.025） 

** 1.291 0.085
（0.026） 

** 1.089 0.165
（0.026） 

** 1.180

本人学歴（基準：高校）
中学校 -0.345

（0.038） 
** 0.708 -0.449

（0.039） 
** 0.638 -0.469

（0.039） 
** 0.626 -0.391

（0.039） 
** 0.676 -0.558

（0.041） 
** 0.572

専門学校 0.139
（0.020） 

** 1.149 0.204
（0.021） 

** 1.226 0.197
（0.021） 

** 1.217 0.221
（0.021） 

** 1.247 0.315
（0.022） 

** 1.370

短大 -0.224
（0.018） 

** 0.800 -0.067
（0.019） 

** 0.935 -0.083
（0.018） 

** 0.920 -0.147
（0.018） 

** 0.863 0.071
（0.020） 

** 1.073

大学 -0.089
（0.020） 

** 0.915 0.205
（0.022） 

** 1.228 0.158
（0.021） 

** 1.171 0.027
（0.020） 

1.027 0.419
（0.023） 

** 1.521

大学院 0.597
（0.075） 

** 1.817 1.075
（0.078） 

** 2.929 0.953
（0.076） 

** 2.593 0.766
（0.077） 

** 2.151 1.343
（0.080） 

** 3.829

配偶者学歴（基準：高校）
配偶者：中学校 0.143

（0.033） 
** 1.154 0.053

（0.035） 
1.055

配偶者：専門学校 -0.032
（0.023） 

0.969 -0.017
（0.024） 

0.983

配偶者：短大・高専 -0.197
（0.039） 

** 0.821 -0.120
（0.040） 

** 0.887

配偶者：大学 -0.453
（0.017） 

** 0.636 -0.237
（0.018） 

** 0.789

配偶者：大学院 -0.754
（0.035） 

** 0.471 -0.340
（0.038） 

** 0.712

配偶者収入（基準：50-99 万円）
収入なし，50 万円未満 -0.586

（0.104） 
** 0.556 -0.612

（0.106） 
** 0.542

100-149 万円 0.012
（0.116） 

1.013 0.018
（0.118） 

1.018

150-199 万円 -0.102
（0.109） 

0.903 -0.116
（0.111） 

0.891

200-249 万円 -0.221
（0.101） 

* 0.801 -0.234
（0.102） 

* 0.792

250-299 万円 -0.216
（0.100） 

* 0.806 -0.236
（0.101） 

* 0.790

300-399 万円 -0.335
（0.096） 

** 0.715 -0.334
（0.098） 

** 0.716

400-499 万円 -0.519
（0.096） 

** 0.595 -0.504
（0.098） 

** 0.604

500-599 万円 -0.760
（0.096） 

** 0.468 -0.728
（0.098） 

** 0.483

600-699 万円 -0.905
（0.097） 

** 0.404 -0.878
（0.099） 

** 0.415

700-799 万円 -0.964
（0.098） 

** 0.381 -0.935
（0.100） 

** 0.392

800-899 万円 -1.180
（0.099） 

** 0.307 -1.157
（0.101） 

** 0.315

900-999 万円 -1.234
（0.102） 

** 0.291 -1.224
（0.104） 

** 0.294

表 8　有業を従属変数とした二項ロジスティック回帰分析（カッコ内は標準誤差）
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通り，配偶者の収入が高いほど既婚女性の就業に対する負の効果は大きくなっている．な

お，モデル 3での本人学歴の効果は，基本的にモデル 2と似ている．本人学歴が高いほど

配偶者の収入が高いことによる就業に対する負の影響を受けているため，それをコント

ロールすると，大学卒であることは高校卒に比べて就業を促す効果をもつ．これは，高校

卒と大学卒の労働者の市場価格差を反映した結果として解釈できる．

　続いてモデル 4からは，やはり子どもの存在が女性の就業に非常に大きな影響を及ぼす

ことを読み取れる．子どもがいない場合とくらべると，0歳の子どもがいる場合の有業状

態へのなりやすさは約 0.3 倍である．就業に対する負の効果は子どもの年齢が上がるにつ

れて小さくなり，10 歳を超えるとむしろ子どもがいない場合との比較でプラスの効果が

みられる．また，このモデル 4では出生コーホートの影響が消えているかむしろ逆転して

いる．やはり，出生コーホートあるいは年齢による就業率の違いの大部分は，子どもがい

るかどうかおよび子どもの年齢といったライフステージの影響によるものであると解釈で

きる．なお，本人学歴の効果については，基本的にモデル 1との比較においてモデル 2や

3の場合と同じ方向に変わっているようにみえるが，その変化はこれらのモデルの場合ほ

ど大きくないようにみえる．子どもを産むかどうかには学歴差がそれほど大きく関わって

いないことを示しているのかもしれない．ただし，ここでは子どもの人数が考慮されてい

モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5
b Exp（b） b Exp（b） b Exp（b） b Exp（b） b Exp（b） 

1000-1249 万円 -1.419
（0.100） 

** 0.242 -1.401
（0.102） 

** 0.246

1250-1499 万円 -1.633
（0.114） 

** 0.195 -1.590
（0.116） 

** 0.204

1500 万円以上 -1.603
（0.111） 

** 0.201 -1.533
（0.113） 

** 0.216

子ども（基準：なし）
0歳の子どもあり -1.247

（0.032） 
** 0.287 -1.265

（0.033） 
** 0.282

1-2 歳の子どもあり -1.111
（0.026） 

** 0.329 -1.108
（0.027） 

** 0.330

3-4 歳の子どもあり -0.701
（0.028） 

** 0.496 -0.694
（0.029） 

** 0.500

5-6 歳の子どもあり -0.507
（0.029） 

** 0.602 -0.476
（0.030） 

** 0.622

7-9 歳の子どもあり -0.155
（0.027） 

** 0.857 -0.096
（0.028） 

** 0.908

10-14 歳の子どもあり 0.250
（0.025） 

** 1.283 0.325
（0.026） 

** 1.384

その他子どもあり 0.472
（0.027） 

** 1.604 0.531
（0.028） 

** 1.700

定数 0.135
（0.022） 

** 1.144 0.227
（0.023） 

** 1.255 0.529
（0.097） 

** 1.697 0.821
（0.028） 

** 2.274 1.257
（0.100 

** 1.906

N（実サンプル数） 94548
Nagelkerke R2 乗 0.034 0.049 0.070 0.089 0.129

** P ＜ .01 *P ＜ .05
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ないことに注意が必要である（注 7参照）．

　最後に，ここまでみてきたすべての独立変数を同時に投入したのがモデル 5である．子

どもに関わる要因の条件をそろえると，出生コーホートによる違いは，1981-85 年生まれ

を除いてほとんど存在しない．配偶者学歴の効果は，配偶者の収入を統制しても配偶者が

短大・高専以上であれば女性の就業を抑制する働きを示している．これは，収入には還元

されない育児休業制度などの制度的条件，あるいは配偶者の家事や育児への参加度などが

配偶者の学歴によって異なる可能性を示唆する．また，配偶者収入や子どもに関する変数

の効果はモデル 3やモデル 4とさほど大きく異なっていない．この点についても，子ども

が大きくなるにつれて女性が再就業することが，配偶者収入の多寡に還元されないことな

ど，さまざまな解釈の余地がある．

　以上の変数をコントロールした上で，本分析の焦点となるモデル 5の本人学歴効果をみ

てみよう．短大の効果の符号ははじめて正に転じているが，高校との差は依然として非常

に小さい．これに対し，専門学校，大学，大学院は高校と比べて就業を促す効果をはっき

り示している．こうしてみると，世帯に関わる条件を考慮に入れたうえで，注目すべき効

果を示している学歴は専門学校ではなく短大かもしれない．2年の追加的な人的資本投資

にもかかわらず，配偶者や子どもに関わる条件を統制しても，短大学歴は就業を促す効果

をほとんどもっていない．ここで観察された結果が，労働供給理論が示唆するように短大

学歴によって得られる追加的賃金が実際に低いことによるのか，それとも就業している職

場の特徴，職業資格との結びつき，総合職か一般職かといった制度的要因や，そうした制

度的要因とも関連すると思われる就業に対する構えや子どもの教育に対する考え方といっ

た意識の違いによるものなのか，さらに検討していく余地がある．

Ⅵ．議論と今後の課題

　本稿では，既婚女性の就業に及ぼす学歴の影響について，これまでほとんど検討されて

いない専門学校学歴に特に注目しながら検討をおこなってきた．日本では，アメリカのよ

うに学歴の高い女性ほど就業率が高いという関係が生じていない．この点について，経済

学の労働供給理論は，本人学歴による代替効果と配偶者収入による所得効果で説明する．

本稿ではこの説明を踏まえ，経済学が示唆する配偶者所得によるマイナス効果を考慮に入

れて，これまで検討されてこなかった専門学校学歴を含む本人学歴の効果を検討した．配

偶者の影響をコントロールしてなお残る本人学歴の効果をみることで，日本の制度的コン

テクストを考慮に入れた説明の余地を検討することが本研究の狙いであった．
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　クロス集計表による基本的な検討からは，先行研究と同様に，既婚女性において学歴が

高いほど就業割合が高いという直線的な関連がみられないことが確認された．4年制大学

卒よりも高校卒の方が就業しており，大学院と専門学校を卒業した女性の就業率はさらに

高い．しかし，ダグラス＝有澤の法則が示唆するように，配偶者収入が高い女性ほど就業

していない．この配偶者収入や子どもに関する情報をコントロールした上で本人学歴の効

果をみると，労働供給理論が示唆する通り，基本的に学歴の高い女性ほど就業する傾向が

示された．大学卒の既婚女性の就業率は一見低いようにみえるが，これは配偶者の収入が

高いことによるマイナス効果を強く受けているからである．その影響を除去すると，高校

卒や専門卒よりも大学卒の方が就業する傾向にあることがわかった．これは，女性におい

ても学歴が高いほど市場賃金率が高いことと整合的である．これに対し，専門学校と同じ

く 2年程度の修業年限をもつ短大卒業者において，配偶者収入をコントロールした上で，

就業へのインセンティブが高校卒と同程度しか働いていないことが，注目に値する事実と

して発見された．

　なぜ短大卒女性は就業しない傾向があるのだろうか．労働供給理論に則って考えるなら

ば，これは短大卒女性の市場賃金率が低いからということになる．これについては，今

後実際に検証してみる価値があるだろう．もう 1つの可能性としては，制度に着目した

解釈が考えられる．90 年前後までの短大進学者には，人文，教養，家政などの「教養」

的な学科からいわゆるOLとして事務職についた女性が多い．こうしたルートを通る女性

には，短期就業志向が強く，一生を通じての職業キャリアを意識する者が少なかった（小

方 1994）．このような状況は，たとえば総合職と一般職という区分やライフステージごと

の年齢規範の強さといった文脈によって整合的に解釈できる．短大卒の就業を抑える何ら

かの制度的要因を検討することで，より具体的な仮説検証や，女性の就労を促す政策的イ

ンプリケーションへとつなげることもできるはずである．専門卒や大学卒には，国家資格

を必要とする専門職につく女性が多い．また，大学卒の女性には，性別による扱いの区別

がフォーマルにおこなわれにくい公的セクターで働く割合も高い．こうした点に注目する

ならば，同じ短期高等教育的位置づけにあって対照的な性格をもつ短大と専門学校の比較

が有効であると考えられる．制度的文脈への着目が，女性の意識の持ちようや文化のあり

ようだけに還元するのではない形で，就業選択と学歴をめぐる議論を豊かにしていくこと

が期待される．

　本稿でおこなった検討には課題も多い．就業の有無だけでなく，従業上の地位を区分す

ることは，学歴との関連をみる上で非常に重要である．正規雇用と非正規雇用を分けるこ

とは，学歴による市場賃金率の違いを解釈する上で必要不可欠であるし，職業資格を通じ

た再就業と家計補助的なパート就労の違いを学歴別に考えるためにも役立つ．また，本稿



特集　公的統計を利用した就業と生活行動の二次分析

48

では学歴の主効果しかみていないが，配偶者や子どもに関わる要因と学歴の交互作用を検

討する余地がある．子どもが小さい段階での就労を抑制するような規範が学歴ごとに異な

る働きをもつことも考えられるし，子どもの教育に対する熱心さや将来かかる費用の予測

も学歴ごとに異なるかもしれない．就業構造基本調査はサンプルの大きさや代表性に優れ

ているが，一時点のデータであることによる制約も多い．婚姻や子どもに関わることなど

を含む女性の状況の変化が就業にもたらす動的な影響を学歴ごとに分析するためには，パ

ネルデータや回顧的に尋ねた経歴情報を含むデータも必要である．学歴内の学科分類や職

業資格の保持といった情報の検討も欠かせない．今後の課題としたい．
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